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令和　　年　　月　　日　
誓　約　書
吹田市長 宛
所　在　地　
名　　　称
代　表　者　　　　　　　　　　　　　印
北千里小学校跡地等北東側利活用事業事業者募集要項に規定する応募資格を満たし、下記の欠格事項に該当しないことを誓約します。
記
（1） 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者でないこと。
（2） 吹田市指名停止措置要領（平成16年4月1日制定）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。
（3） 次の法律の規定による申立て又は通告がなされていない者であること。
ア　破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定による破産手続　　開始の申立て、又は同法附則第３条の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件にかかる同法施行による廃止前の破産法（大正11年法律第71号）第132条又は第133条の規定による破産申立て。
イ　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申立　て、又は同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件にかかる同法施行による改正前の会社更生法（昭和27年法律第172号）に基づく更生手続開始の申立て。
ウ　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申立て、又は平成12年３月31日以前に、同法附則第３条の規定によりなお従前の例によることとされる和議事件にかかる同法施行による廃止前の和議法（大正11年法律第72号）第12条第１項の規定による和議開始の申立て。
（4） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する団体若しくはその構成員又はその構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある団体でないこと。
（5） 吹田市暴力団の排除等に関する条例（平成24年条例第50号）に規定する暴力団、暴力団員及び暴力団関係者でないこと。
（6） 吹田市公共工事等及び売払い等の契約における暴力団排除措置要領（平成24年11月13日制定）に基づく入札参加除外の措置を受けていないこと。また同要領別表に掲げる措置要件にも該当しないこと。
（7） 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体に所属し又は関与していないこと。
（8） 応募者の構成企業及び協力企業並びにその企業と資本面若しくは人事面において関連がある者（会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号及び会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第３条の規定による子会社を含む）が、他の応募者の構成企業及び協力企業として参加していないこと。
（9） 直近２事業年度分の法人税、地方法人税、法人事業税、法人住民税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。
　
